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１．目的 

 本市は、平成１７年２月７日の楠町との合併により、人口が３０万人を超え、中核市

となるための要件を満たすことになった。 

  中核市となるための要件 

   ・人口３０万人以上 

    新市は、３０２，１０２人（平成１２年国勢調査） 

   ・人口５０万人未満の場合は面積が１００k㎡以上 

    新市は、２０５．１６k㎡ 

 中核市になると、市民に身近な行政事務権限が多く移譲され、事務手続きの迅速・効

率化や、きめ細かなサービスの提供が可能になり、市民サービスの向上が期待される。 

 平成１７年度に体制の見直しを行い、平成１９年４月の中核市への移行を推進する。 

 

２．内容 

 「県と市町村の新しい関係づくり協議会」の一部会として県市で平成１６年１０月に

設置された「中核市移行準備検討部会」を中心に、県の関係部局との協議を推進すると

ともに、国との連絡調整を行う。 

さらに市民の中核市への理解を深めるために、広報活動などを実施する。 

 

３．予算額   １，０００千円（財源内訳） 

（前年度       ０千円） 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新）中核市移行推進事業 

一般財源    １，０００千円

担当 政策課・中核市準備室 

         安 達 

     ℡ ５４－８１１２
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１．目的 

 四日市市と中国天津市は、1980 年 10 月 28 日に友好都市提携を締結し、2005 年（平成

17 年）には 25 周年を迎える。このため記念事業を実施し、両市間の交流を更に推進す

ることで、市民の国際理解を深め、国際化に対応した地域社会づくりに取り組む。 

 

 

 

２．内容 

 本事業は、実行委員会の下、本市をメイン会場に、天津市の音楽専門大学から古典楽

器を演奏する学生を招聘し、音楽を中心とした市民参加型の文化交流を行う。また、市

民や中学生の訪中団派遣事業等も併せて実施する。 

 

 

 

３．予算額  １５，９０２千円（財源内訳）  国庫支出金       ０千円 

 （前年度     １０５千円）       県支出金        ０千円 

                       市  債        ０千円 

                       その他特財       ０千円 

                       一般財源   １５，９０２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 国際課 

      宮 原 

    ℡ ５４－８１１４ 

天津市友好都市提携２５周年記念事業 
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１．目的 

  住民情報システム（住民記録、外国人登録をベースにした市民に関する情報を管理

するシステム）は導入から１５年以上経過し、現行システムが独自開発システムであ

り、老朽化しているため、保守に多大な経費を要している。また、来るべき電子申請、

届出への対応にも大幅な改修が必要となることから、新システムを構築する。新シス

テムでは、パッケージソフトの導入と徹底したアウトソーシングにより、保守経費の

削減を図る。 

 

 

２．内容 

  本システムの構築は平成１６年度に着手したが、初年度は住民記録、外国人登録を

はじめとする住民の資格管理システムを更新し、楠町との合併への対応を行ったとこ

ろである。平成１７年度、１８年度には、市県民税、固定資産税、国民健康保険など

の賦課業務を中心にシステムの構築を進める。 

 

 

３．予算額 ３２８，０００千円  （財源内訳）国庫支出金 １８２，７００千円 

 （前年度 ３５２，０００千円）       県支出金   ４５，７００千円 

                       地方債    ９４，６００千円 

                       一般財源    ５，０００千円 

 

 

 

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ運用

　　　現行システム修正版運用

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ運用

一次業務：住民記録、宛名、国民健康保
険（資格）、固定資産税（物件）、…

ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル
二次業務：住民税、固定資産税（賦課）、
国民健康保険（賦課）、収納、… ﾊﾟｯｹｰｼﾞ適用

平成18年度平成16年度 平成17年度

仮ﾊﾟｯｹｰｼﾞ適用

現行システム修正

仮ﾊﾟｯｹｰｼﾞ運用

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ適用

担当 ＩＴ推進課 

勝又 孝晃 

    ℡ ５４－８１０６ 

新住民情報関連システムの構築 
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１．目的 

  国勢調査は、日本国内の人口、世帯、就業者からみた産業構造などの状況を地域別

に明らかにするために実施される、国の最も基本的な統計調査で、５年周期で実施さ

れており、平成１７年度はその実施年にあたる。 

 

 

 

２．内容 

  国勢調査は、平成１７年１０月１日を基準日に、国からの受託事業として実施する

統計調査である。本市では、約 2,000 名の市民に統計調査員としての協力を受け実施

する。 

 

 

 

３．予算額 １５５，８０７千円  （財源内訳）県支出金  １５５，８０７千円 

 （前年度       ０千円）        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 ＩＴ推進課 

     明井 信次 

    ℡ ５４－８１２６ 

国 勢 調 査 の 実 施 
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１．目的 

平成 15 年 12 月「南海・東南海地震」対策推進地域に指定され、「耐震改修促進法」に

基づき特定建築物を所有する事業者に対して、耐震診断の受診・改修工事の施工を指導

する特定行政庁である四日市市は、率先して災害対策の拠点施設および収容避難所を計

画的に改修してきた。 

本庁舎においても、総合防災拠点として災害復旧の指揮・統制機能を確保するため、

耐震化整備を行うものである。 

 

２．内容 

平成１８年度から１９年度にかけて本庁舎耐震改修事業を行うため、設計業務を委託

する。 

 ・庁舎概要：建築面積   ２，１６７．９㎡ 

延床面積  ２２，７５５．０㎡ 

構  造  地上 11 階、地下２階、塔屋３階 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

       竣工年月  昭和 47 年１月 

 

※ 実施設計においては、建物の使用に支障なく工事が可能であること、現状の

執務スペースが確保されること、建物内の部署の引越し等が不要であることな

どから、免震工法で設計業務を委託する。 

 

 

３．予算額 ３０，０００千円（財源内訳）   国庫支出金       ０千円 

 （前年度      ０千円）        県補助金        ０千円 

                       市  債   ２８，５００千円 

                       その他特財       ０千円 

                       一般財源    １，５００千円 

 

 

 

 

担当 総務部管財課 

      石 川 

 ℡ ５４－８２８８ 

（新）本庁舎耐震改修事業 
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１．目的 

発生が危惧される大規模地震から市民の尊い命と財産を守るための施策として、平成

15 年度より実施している木造住宅無料耐震診断を引き続いて実施し、耐震診断によって

耐震補強が必要となった住宅について、耐震補強補助を実施する。 

また、平成 16 年度より実施している一時避難所ともなる自治会集会所等の木造建築物

の耐震診断に加えて、平成 17 年度より非木造建築物ついても、診断補助を実施する。 

 

 

２．内 容 

昭和 56 年 6 月 1 日に建築基準法が改正され、地震に対する建築物の設計基準が強化さ

れた。平成 7年に発生した阪神淡路大震災において、旧基準によって建築された木造住

宅に多くの被害が発生した。このことを踏まえて、建築基準法が改正される前に着工さ

れた在来軸組工法の木造住宅について、無料の耐震診断を実施する。（１，０００戸） 

また、耐震診断によって耐震補強工事が必要となった木造住宅について、三重県が実

施する耐震補強補助に併せて実施する。（３０戸） 

加えて、自治会集会所等の一時避難所もしくは同等の機能を有する旧建築基準法によ

り建築された建築物について、無料耐震診断を実施する。（６０戸） 

 

３．予算額 １０３，２００千円（財源内訳）  国庫支出金  １５，０００千円 

 （前年度 １１２，５００千円）       県補助金   ２５，５００千円 

市  債        ０千円 

その他特財       ０千円 

一般財源   ６２，７００千円 

 

 

 

 

 

 

 

診断実施年度 診断戸数 

平成 15 年度 ７０１戸 

平成 16 年度 ７５０戸（見込）

平成 17 年度 １，０００戸（予定）

担当 総務部防災対策課 

        山 本 

    ℡ ５４－８１１９

耐 震 化 促 進 事 業 

《木造住宅無料耐震診断》 
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１．目的 

発生が危惧される大規模地震に対応するためには、「自らの命は自らが守る」という防

災対策の基本に立ち、市民の自助努力や地域連携による共助が行われやすいような体制

をより一層整備する必要がある。本市における自主防災組織の結成率は、平成 17 年 1

月 1 日現在で 96.81%（前年度 84.47％）であり、全国平均 61.3%を上回っているが、よ

り組織が有効に活動できるように支援する。 

 

 

２．内容 

すでに結成されている自主防災組織において、相互協力体制の充実を目的に連合組織

化を図った団体があり、この組織における自助努力や組織内の相互間の協力体制充実な

どの活動に対して事業補助を実施し、市民による自助・共助の推進を図る。 

 

地区自主防災組織補助    18 隊（前年度 14 隊）に上限 50 万円補助 

自主防災隊結成補助     12 隊（前年度 8 隊）に 15 万円補助 

自主防災隊資機材整備補助  50 隊（前年度 20 隊）に 5 万円補助 

 

 

３．予算額  １３，３００千円（財源内訳）  国庫支出金       ０千円 

  （前年度  ９，２００千円）       県補助金        ０千円 

市  債        ０千円 

その他特財       ０千円 

一般財源   １３，３００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 総務部防災対策課 

        山 本 

    ℡ ５４－８１１９

自 主 防 災 組 織 活 性 化 事 業 

市内の自主防災隊結成状況（毎年４月１日現在） 

  平成１４年度   ５５６隊（８３．５２％） 

  平成１５年度   ５６５隊（８３．４１％） 

  平成１６年度   ５６２隊（８８．２４％） 

  平成１７年度   ５６８隊（９６．８１％）予定 

 ※全自治会（100％）の結成率を目指しています
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１．目的 

楠町との合併を契機とし、市域における総合的な防災能力の向上を図るため、災害初

動に必要な防災関係資機材を楠地区他に整備するものである。 

 

２．内容 

防災倉庫資機材整備内容 毛布・救助用資機材・救助ボート・保存食等 

防災資機材整備箇所   楠地区内、小倉地区内、避難会館内、防災センター内の 

4 箇所  

水防倉庫資機材整備内容 土のう、木杭等 

水防倉庫整備箇所    三重地区（建替）、楠地区（北五味塚、吉崎、北一色、南川）

に新設コンテナ倉庫 

水防資機材整備箇所   新設コンテナ倉庫内に加え、南五味塚、小倉、小倉新田、

本郷の既設倉庫内の 9箇所 

 

 

 

 

安島防災倉庫調査委託  中部地区の防災拠点となる防災倉庫を安島防災広場に設け

るため、基本・実施設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額  １８，６２２千円（財源内訳）  国庫支出金       ０千円 

（前年度   ８，８６６千円）       県補助金        ０千円 

市  債        ０千円 

その他特財       ０千円 

一般財源   １８，６２２千円 

担当 総務部防災対策課 

        山 本 

    ℡ ５４－８１１９

防 災 倉 庫 ・ 水 防 設 備 整 備 事 業 

担当 都市整備部市街地整備課

        鈴  木 

    ℡ ５４－８２００ 
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１ 目的 

外部研修機関へ職員を積極的に派遣することにより、職員自身の成長と研修効果の

還元を図る。研修修了後、その成果（研修効果）を発揮させることにより、職場の活

性化を図るとともに、職場研修・研修所研修での講師としての役割を担うことができ

る職員を養成する。 

 

 

２ 内容 

自治大学校をはじめ、市町村アカデミー、国際文化アカデミー（海外研修を含む研

修）、全国建設研修センター、国土交通大学校、日本下水道事業団、消防大学校、日本

経営協会（ＮＯＭＡ）、三重県自治会館組合、三重県政策開発研修センター等の外部研

修機関へ職員を積極的に派遣する。特に、その派遣の効果を高めるためには、職場で

の研修報告会の開催をはじめ、研修だよりへの投稿、ｅ－ラーニングの設問、内部研

修講師等の条件を付ける必要がある。 

 

 

３ 予算額 ８，２７１千円  （財源内訳）    その他特財     ９４２千

円 

（前年度 ５，０６４千円）           一般財源    ７，３２９千

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当＝総務部職員研修所 

    坂 口  篤 

    ℡ ５４－８１２８ 

派遣研修（視野を広げ指導力を養成する研修） 
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１．目的 

 市民が自主的に取り組む公益的活動を積極的に支援する。地域コミュニティーの充実

により地域が元気になることで、活力のある四日市の創造を目指すため、本年度は次の

２制度について整理・拡充を行った。 

   ①「個性あるまちづくり支援事業」の拡充（予算額 １５，９００千円） 

   ②「四日市市民活動ファンド」への出捐 （予算額  ４，１００千円） 

 

２．内容 

【個性あるまちづくり支援事業】 

① 立ち上がり期助成   補助金額 １０万円限度 補助率 １０／１０ 

② 立ち上がり期以外   補助金額 １００万円限度  

補助率 補助対象事業費 ５０万円まで ９／10 

                 補助対象事業費 ５０万円超  ２／３ 

  ※防犯関係    特別枠として約３，０００千円を確保 

  ※対象団体    ＮＰＯ法人については、当事業の対象外とする。 

          （ＮＰＯ法人は四日市市民活動ファンドによる助成で対応） 

 

   16 年度実績 立ち上げ期    34 件応募 28 件採用 総額 2,229 千円 

立ち上げ期以外    29 件応募 20 件採用 総額 7,798 千円 

          

【四日市市民活動ファンドへの出捐】 

 公益信託制度を活用した市民活動ファンドによるＮＰＯ法人等への助成を維持継続し

ていくため、新たに当該ファンドへ資金を投入する。 

 （参考）※助成額等については、今後ファンド運営委員会にて調整予定 

      （案：限度額 ５００千円 補助率 9／10） 

     ※２月現在市内ＮＰＯ法人数 58 団体 

 

３．予算額 ２０，０００ 千円 （財源内訳） 国庫支出金       ０千円 

（前年度 １０，１００ 千円）   県支出金        ０千円 

一般財源   １９，９００千円 

市  債        ０千円 

その他特財     １００千円 

市 民 活 動 支 援 事 業 

担当 市民生活課 

    佐藤、石田 

   ℡ ５４－８１７９
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１．目的 

 

 地域社会づくりの活動経験や柔軟な発想を有する民間人を登用し、民間人としての視

点や経験を活かした市民主体の地域社会づくりの推進を進める。 

 例えば、個性あるまちづくり支援事業、地域社会づくり総合事業費補助金、各地区の

個別課題に関する業務などに関して、市民が取り組むべき領域の中心となって活躍して

いただくことを想定している。 

 

 

 

２．内容 

  平成１６年度  ４地区市民センターに地域マネージャーを登用 

          中部、常磐、日永、大矢知地区 

 

  平成１７年度  新たに８地区において、地域マネージャーを登用 

   羽津、四郷、塩浜、川島、桜、八郷、河原田、水沢 

 

 

 

３．予算額   ３３，５００千円（財源内訳）  国庫支出金       ０千円 

  （前年度  １２，０００千円）       県支出金        ０千円 

                        市  債        ０千円 

                        その他特財       ０千円 

                        一般財源   ３３，５００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 市民生活課 

    樋口、八巻 

    ℡ ５４－８１７９ 

地区市民センター住民運営推進事業 
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１．目的 

 市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第５条の４第１項の規定に基づき、

合併前の三重郡楠町の区域に地域審議会を設置し、当該区域にかかる施策に対して、きめ細

かに住民の意見を反映することを目的とする。 

 楠町においては、合併前は一自治体として一体的に施策が実施されてきたが、合併で区域

が広がることにより、区域固有の意見の反映ができにくくなることや、行政と住民の距離が遠くな

るなどの、合併後の地域住民の不安に対応するために設置するものである。 

 

 

２．内容 

 合併と同時に発効することとなっている「地域審議会の設置に関する協議」に基づき、委員の

公募・選任を行い地域審議会を開催し、楠地区における新市建設計画の執行状況などのほか、

市長が必要と認める事項を審議し、答申する。また、審議会が必要と認める事項について審議

を行い、市長に対して意見を述べることができる。 

 ・委員 10 名以内（うち公募 2 名） 任期 2 年 

 ・設置期間 平成 27 年 3 月 31 日まで 

 

 

３．予算額  ２４０千円  （財源内訳）一般財源 ２４０千円 

（前年度    ０千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：楠総合支所振興課 

服 部 

℡９８－３１１１ 

（新）地域審議会開催事業 
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楠ふれあいセンター整備事業 

 

１．目的 

高齢化の進展にともない要介護者数が増加する中で、高齢者の介護予防や健康増進を積

極的に進めることが社会的に重要な課題となっている。こうした中で、高齢者が健康を維持し、

更には地域社会の「新たな担い手」としての生きがいづくりや次世代を担う子どもたちの健全な

育成の場として、高齢者から子どもまで利用者が世代や状況に関らず、ともにふれあい交流で

きる地域の拠点施設を整備する｡ 

  

２．内容 

建設場所    四日市市楠町北五味塚地内（楠緑地公園北側） 

敷地面積    ４１４７．０７㎡ 

延床面積    １１０２．１６㎡（計画面積）鉄骨平屋建て 

        談話室、創作室、ふれあい室 

リラックスルーム、足湯等 

 

高齢者自身が自らの意思で積極的に社会参加や、生きがいづくりを進めることが何より高齢

者の健康増進に寄与する。このような考え方から、楠ふれあいセンターは高齢者創作活動や

仲間づくり、他世代との交流を自主的に進めるための場を提供するものである。 

平成 16 年度に用地を取得し、造成工事及び施設設計を実施した｡ 

 新年度に施設を建設する｡ 

 

３．予算額 359,700 千円 （財源内訳）  特定財源 356,426 千円 

                      一般財源    3,274 千円 

   

前年度楠町予算額 186,778 千円（財源内訳） 特定財源 179,860 千円 

                       一般財源    6,918 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 楠総合支所市民福祉課 

酒 井 

TEL 98-3112 
施設 

楠緑地公園

楠保健センター 

（ゆりかもめ） 
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1. 目的 

旧庄屋岡田邸は、建築後２５０年余経過し江戸末期の遺構とみられ、三重県北勢地方で現

存する数少ない庄屋屋敷であり近世民家の逸品である。 

楠の歴史や文化の保存及び地域文化の振興を図り、後世に継承するため、生涯 

学習を行う場として広く市民に開放するとともに、小中学生の地域学習の場としての利用を図

る。 

    

2. 内容 

  施設の住所    四日市市楠町本郷１０６８番地 

  敷地面積     ９３２．２３㎡（約２８２．４９坪） 

  家屋延床面積  主 屋           129.06 ㎡（有形文化財） 

          立會所            78.84 ㎡（有形文化財） 

          蔵                  39.08 ㎡（有形文化財） 

          水屋                 2.76 ㎡ 

          展示収蔵庫兼管理棟  202.45 ㎡  

合      計        452.19 ㎡ 

 

平成 14 年 3 月に旧庄屋岡田邸を寄贈され、同年６月に主屋部分、12 月に立會所等を楠町

有形文化財として楠町教育委員会が指定した｡ 

楠町総合計画（2001～2010）及び四日市市広域緑の基本計画（2003～2020）における「歴

史の杜づくり」の一環として、平成 15 年度から２か年をかけて旧庄屋岡田邸を修復し、歴史民

俗資料館として本年３月の完成をめざし整備を進めている｡ 

本年４月２９日には開館を予定している｡ 

 

3.予算額   ６，８３５千円（財源内訳） 一般財源  ６，８３５千円 

  前年度楠町予算額 １０６，９２２千円   

            （財源内訳）  特定財源  ９８，７１３千円 

                    一般財源   ８，２０９千円 

 

 

 

 

 

 

楠歴史民俗資料館について

担当 楠総合支所楠プラザ 

        村 田 

℡ 97-2277 

展示収蔵庫兼管理棟 主 屋 
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１．目的 

 同和問題解決のためには、同和地区とその周辺地区との交流を通した、地域社会にお

ける相互理解の促進が必要であることから、地域課題の解決や伝統文化の継承などにつ

いて、人づくり・住民自治のルールづくり・住民参加の仕組みづくり・安全安心の環境

づくりなどの視点に立った「人権のまちづくり」を推進する。 

 

 

２．内容 

 平成１６年度は、各地区における「人権のまちづくり推進委員会」などといった組織

の設置や地域の課題の調査・発見に対する学習会の開催などを支援する「人権のまちづ

くりモデル地区事業」を推進してきたところである。 

 平成１７年度においては、平成１６年度事業を受けた事業展開を図るため、各地区に

おいて立ち上げられた「人権のまちづくり推進委員会」などに対して、人権啓発リーダ

ー養成やパソコン普及支援、生きがい農園支援、外国人地域生活支援、花づくり、伝統

文化継承などの事業を委託する。 

 なお、組織が立ち上がっていない地区では、引き続き人権プラザが中心となって組織

づくりを支援する。 

 

 

３．予算額   ３，５００千円  （財源内訳）一般財源   ３，５００千円 

 （前年度   １，６７６千円）        

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 保健福祉部同和課 

       山 川  

   ℡ ５４－８１５６ 

人 権 の ま ち づ く り 事 業 
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１．目的 

 建築後３０年が経過しようとしている人権プラザ等関連施設は、全体的に老朽化が進

んでいるため、平成１６年度に行った老朽度調査結果に基づき、平成１７～１８年度の

２年間で施設改修を実施する。 

 

 

２．内容 

 対象施設：人権プラザ小牧、人権プラザ神前、小牧児童館、小牧西児童集会所、寺方

児童集会所 

改修内容：屋根防水、内外装、空調設備、トイレ改修など 

 

 

３．予算額   ５，０００千円  （財源内訳）一般財源   ５，０００千円 

 （前年度       ０千円）        

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 保健福祉部同和課 

       山 川  

   ℡ ５４－８１５６ 

（新）人権プラザ等関連施設改修事業 
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１．目的 

  安心して子どもを生み育てることのできる地域社会を目指すため、保護者の労働の

有無にかかわらず、多くの子育て家庭が日常生活を営むうえで抱える問題や悩みの解

消に向けて支援する。 

 

２．内容 

  ①延長保育事業の拡充 

    民間保育園２施設において、新たに事業を開始する。 

    民間保育園への補助金を充実する。 

延長保育事業の推移
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  ②地域子育て支援センターの増設 

    移転改築を行った海蔵保育園を新たに指定し、事業を実施する。 

  ③認可外保育施設への支援充実 

    認可外保育施設への補助金を充実する。 

 

３．予算額 

①   ８２，５８１千円（財源内訳）   県支出金 ５３，０７４千円 

   （前年度６６，５１０千円）        一般財源 ２９，５０７千円 

②    ２，７５５千円（財源内訳）   一般財源  ２，７５５千円 

   （前年度 ２，２５５千円）           

   ③    ２，０００千円（財源内訳）   県支出金  １，０００千円 

   （前年度 １，６００千円）        一般財源  １，０００千円 

 

 

 

担当 保健福祉部児童福祉課 

     石川・柴田・日江井 

    ℡ ５４－８１７３ 

子育て支援事業の充実 
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１．目的 

  社会福祉法人への移管に伴い制定した「四日市市児童養護施設及び乳児院に係る施

設等整備費及び専門的職員配置費補助要綱」に基づき、「エスペランス四日市」に対し

て、従来の職員配置費に加え、施設の建替えに要する費用への助成を行い、子どもの

処遇向上を促進するとともに、運営協議会への参画など積極的な支援を行い、円滑な

運営確保を図る。 

 

２．内容 

 （１）専門的職員配置に対する補助 

補助対象  臨床心理士・特別指導員・家庭支援専門相談員 

交付金額  ７，０９１千円 

 （２）施設の建替えに対する補助 

     交付方法  １年目（平成１７年度）  ２２，４７２千円 

       ２年目から１０年目    ２４，７４７千円（※） 

           １１年目から２０年目   １３，４９８千円（※） 

                   ※･･･毎年変動あるため、期間平均値を記載 

     交付合計額 ３８０，１６５千円（２０年間の債務負担行為） 

 

３．予算額  ２９，５６３千円（財源内訳）  一般財源  ２９，５６３千円 

 （前年度   ９，６９５千円） 

  

【整備内容】 

児童養護施設 1,982.59 ㎡

乳児院 481.61 ㎡

地域交流スペース 150.00 ㎡

計 2,614.20 ㎡

・鉄筋コンクリート３階建 

・居室はユニット式 

・心理療法室、ショートステイ室、地

域交流スペースを整備 

 

 

 

 

 

 

担当 保健福祉部児童福祉課 

           水 谷 

    ℡ ５４－８１７３ 

民間児童養護施設等支援事業 
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１．目的 

介護保険施設である特別養護老人ホームの建設を促進するために、四日市市民間社会

福祉施設等施設整備費補助金交付要綱に基き、建設資金の一部を補助し、高齢者福祉の

増進を図る。 

 

２．内容 

（１）補助対象施設及び補助金額 

社会福祉法人 永甲会 特別養護老人ホーム うねめの里 

 ①小規模単位生活型特別養護老人ホーム    ５０床 

                    ２６，８７５千円 

 ②ショートステイ専用居室（小規模生活単位型）１０床 

                     １，７５０千円 

                ①＋②＝２８，６２５千円 

（２）交付方法 

１年目（平成１７年度）     １０，０００千円 

２年目から１９年目          ９８０千円 

２０年目（最終年度）         ９８５千円 

 

３．予算額 １０，０００千円  （財源内訳）一般財源 １０，０００千円 

 （前年度      ０千円） 

 

担当 保健福祉部介護・高齢福祉課

        服部・森 

   ℡ ５４－８４２５ 

(新)特別養護老人ホーム建設費補助金 
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１．目的 

  知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するために必要な指導・訓練等を

行う知的障害者通所授産施設の事務事業費や、一般企業に雇用されることが困難な心

身障害者の社会参加・日中活動の場である小規模作業所の運営費補助金に市単独の重

症心身障害者加算を設け、重度の身体障害と知的障害が重複する人によるこれらの施

設の利用促進を図る。 

 

 

２．内容 

対象施設   知的障害者通所授産施設及び心身障害者小規模作業所 

加算対象者  身体障害者手帳１・２級かつ療育手帳Ａ最重度の障害者 

  加算額    一人当たり月額９０千円 

  予算内訳   ９０千円×１２ヶ月×４人＝４，３２０千円 

         （知的障害者通所授産施設・心身障害者小規模作業所各２人分） 

  

 

３．予算額    ４，３２０千円  （財源内訳）一般財源    ４，３２０千円 

 （前年度        ０千円）        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 保健福祉部障害福祉課 

        藤 井 

   ℡ ５４－８５２７ 

（新）更生援護施設事務事業費等重症心身障害者加算の創設 
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１．目的 

  障害児が土・日曜日や夏休み等の長期休暇時に活動する場を確保するとともに、保

護者のレスパイト等を目的として、身体障害者デイサービス施設等における障害児デ

イサービス（相互利用）事業を実施することにより、その社会参加と自立の促進を図

る。 

 

２．内容 

  事業の概要 

①小学生（６～１２歳未満） 

    構造改革特区を活用し、18 歳以上を対象とする身体障害者デイサービス・知的

障害者デイサービス施設及び介護保険施設で実施 

  〈予算〉6,420 円×780 日分＝5,007,600 円 

財源内訳 国(1/2)2,378,000 円、県(1/4)1,189,000 円、 

市(1/4)1,190,600 円、利用料 250,000 円 

  ※構造改革特区 

    「（906）指定通所介護事業所等における知的障害者及び障害児の受入事業」 

②中・高校生（１２～１８歳未満） 

   市単独事業として身体障害者デイサービス施設等で実施 

 〈予算〉6,420 円×780 日分＝5,007,600 円 

財源内訳 市 4,757,600 円、利用料 250,000 円 

 

３．予算額  １０，０１６千円  （財源内訳）国庫支出金   ２，３７８千円 

 （前年度       ０千円）       県支出金    １，１８９千円 

                       その他特財     ５００千円 

                       一般財源    ５，９４９千円 

 

○デイサービス事業の体系

0歳～5歳 6歳～12歳 13歳～17歳 18歳以上 40歳～64歳 65歳以上

障害児 児童デイサービス

身体障害者

知的障害者

高齢者 介護保険・通所介護

　障害児デイサービス
（相互利用）事業

身体障害者デイサービス

知的障害者デイサービス

 

 

 
担当 保健福祉部障害福祉課 

        藤 井 

   ℡ ５４－８５２７ 

（新）障害児デイサービス（相互利用）事業
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１．目的 

  知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するために必要な訓練等を行う知

的障害者通所授産施設の創設に対し、その建設費の一部を助成する。 

 

 

２．内容 

名 称      知的障害者通所授産施設「ケアサロン ぬくもり」 

所在地      四日市市西坂部町１００４－１ 

設置・運営主体  （仮称）社会福祉法人 ぬくもり結の里 

規模・構造    延べ床面積３２０．５㎡、木造平屋建 

総事業費     ７７，５６６千円 

市補助額     国県補助基本額（2,200 千円×20 人）×1/4=11,000 千円 

         初年度分（17 年度）10,000 千円、18 年度 1,000 千円 

開所予定     平成１８年４月 

 

 

３．予算額  １０，０００千円  （財源内訳）一般財源   １０，０００千円 

 （前年度       ０千円）        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 保健福祉部障害福祉課 

        藤 井 

   ℡ ５４－８５２７ 

(新)知的障害者授産施設建設費補助金 
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１．目的 

 市内での事業所の新設または増設に対して、奨励金を交付することにより既存企業の

新規設備投資及び新規産業の創出等産業立地の促進や産業の高度化を図るとともに就労

の場を確保し、本市の産業経済の振興を推進する。 
 

２．内容 

市内で新たに事業所を設置する場合、または既存の事業所の施設を拡張する場合に投

下固定資産に係る固定資産税・都市計画税の１／２相当額を課税年度から５年間、奨励

金として交付する。なお、平成 17 年度は企業立地促進条例を改正し、リースによる償却

資産の取得も対象に加えるなど、対象事業の拡大、要件の緩和、交付期間の延長等の制

度の見直しを実施。  （上限５億円） 
 

○奨励対象 

 ・製造業全般 

・自然科学研究所 

・ものづくりを支えるソフト事業 

・今後成長が期待できる新規・成長分野（燃料電池、次世代ディスプレー、環境産

業、バイオ・医薬品等）にかかる事業 

・テクノフロンティア四日市入居企業、四日市ハイテク・あがた栄・南小松工業団

地、鈴鹿山麓リサーチパーク新規進出企業 

・物流機能を有する保管施設 
 

○奨励要件 

 ①製造業 投下固定資産総額 ５億円かつ償却資産の投下額 ５千万円以上 

 中小企業は償却資産の投下額 ５千万円以上 

 ②テクノフロンティア四日市入居企業、四日市ハイテク・あがた栄・南小松工業地、

鈴鹿山麓リサーチパーク新規進出企業  償却資産の投下額 ２千万円以上 

③物流機能を有する保管施設  投下固定資産総額 ５億円 

かつ償却資産の投下額 ５千万円以上 
 

３．予算額 ４４２，０００千円  （財源内訳） 一般財源  ４４２，０００千円 

 （前年度 ４３０，０００千円） 

 

 

 

 

 

 

     企業立地奨励金交付事業 

㈱東芝セミコンダクター社のフラッシュメモリ新製造棟

担 当  商 工 農 水 部  商 工 課

坂 田 ・ 牧 野

℡ ５４－８１７８ 
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目的 

 技術集積活用型産業再生特区の認定を契機に、本市産業の根幹をなす臨海部工業地帯

を中心として、市内事業所の高付加価値型事業への転換や次世代産業への展開を促進す

るため、特区構想に沿った事業分野における企業の新たな研究開発機能の拡充を支援す

る。 
 

２．内容 

 市内の既存事業所や新規立地企業が、下記事業分野において、先進的な研究開発を進

めるため、新たな研究施設・設備の新増設を行う際に、奨励金を交付する。 

○適用事業分野 

 ・燃料電池の開発普及にかかる研究 

・次世代ディスプレイの開発普及にかかる研究 

・バイオ・医薬品の開発にかかる研究 

・既存の製品から高付加価値型製品への転換を図るための研究 
 

○適用条件 

  新たな研究開発分野への展開、あるいは新たな研究チームを編成し、研究開発を

行うために、研究施設・設備を新設あるいは増設した場合 
 

○奨励金交付額 

  研究施設（家屋及び償却資産）取得価格   奨励割合 

２００，０００千円以下の部分      １０％ 

２００，０００千円を超える部分      ５％ 

（上限１億円） 
 

３．予算額 ９０，０００千円  （財源内訳） 一般財源  ９０，０００千円 

 （前年度１５０，０００千円） 

  

    

太陽化学㈱のシリカ多孔体量産化研究事業 

担当 商工農水部 商工課

坂 田 ・ 牧 野

℡ ５４－８１７８ 

    民間研究所立地奨励金交付事業 
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１．目的 

 技術集積活用型産業再生特区に掲げる燃料電池の早期普及及び今後成長が期待される

燃料電池関連産業の集積を図り、特区計画の推進と本市産業の均衡ある発展と高度化を

目指すために燃料電池の実証試験を支援する。 

 

２．内容 

 実証試験を実施するために必要となる経費及び燃料電池の普及啓発事業等を行うため

に必要な経費の一部を補助する。 

 

○主な補助対象経費 

 ・機械装置又は工具器具の購入、製作、改良、据付け、借用、修繕等に要する経費 

・構築物の建造、改良、据付け、借用、修繕等に要する経費 

・原材料、副資材の購入に要する経費 

・外注加工、委託に要する経費 

・共同研究による技術指導に要する経費 等 

 

○適用条件 

  三重県燃料電池実証試験補助金交付要領に基づき承認された実施計画のうち、市

内に設置し、かつ市内に立地する企業との連携による実証試験を行うこと 

 

○奨励金交付額                   補助対象経費の 

・家庭用あるいはこれに類する小型業務用燃料電池     5 分の 1以内 

・大規模事業所向けに利用される業務用燃料電池      5 分の２以内 

（上限１０００万円） 

 

３．予算額 ３２，０００千円  （財源内訳） 一般財源  ３２，０００千円 

（前年度 ３２，０００千円） 

  

                      

     

 

 

 

 

 

  燃料電池実証試験奨励金交付事業 

鈴鹿山麓リサーチパーク内で実証試験中の燃料電池

担当 商工農水部 商工課

餅井・牧野 

℡ ５４－８１７８ 
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１．目的 

臨海部工業地帯の再生に向け、平成 15 年 4 月に認定を受けた「技術集積活用型産業再

生特区計画」に基づき、当該地域における新たな産業の創出を図るため、これまでに蓄

積してきた人材や技術ノウハウ、産業インフラ等を生かし、資源循環型社会の構築に資

する環境産業の立ち上げを支援する。 

 

 

２．内容 

 臨海部工業地帯において、地域性・先進性を有する環境調和型まちづくりを実現する

ための中核施設の整備を促進すべく、地域企業との情報交換、検討協議を進める中で、

その実現を図る。 

その際、国が所管するエコタウン事業の採択も視野に入れながら、これにかかる経費

の一部を、三重県と連携して支援する。 

 

 

３．予算額 ２０，０００千円（財源内訳）   県補助金   １０，０００千円 

（前年度      ０千円）        一般財源   １０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部商工課 

     餅 井・清 水 

   ℡ ５４－８１７８ 

（新）資源活用型地域振興施設整備事業 

経 済 産 業 省経 済 産 業 省 環 境 省環 境 省

〈　国　〉

エコタウンプランエコタウンプラン

ハハ ーー ドド 事事 業業 ソソ フフ トト 事事 業業

地元企業地元企業 行　政行　政 市　民市　民

〈地方自治体（都道府県・政令指定都市）〉

補助 承認

補助 参画出資

承認

連携

経済産業省・
環境省

による補助

経済産業省
による補助

〈地方自治体〉 

【エコタウン事業のイメージ】 
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１．目的 

 四日市工業高校跡地利用において、県有地を取得し、土地利用計画を定め、高次商業施

設、シティホテル及び駐車場を一体とした民間開発を事業コンペにより実施した経緯に鑑み、

当該高次商業施設への新たな店舗の入居を促進するため、開発事業者及びテナント事業者

に対し、支援奨励措置を講ずることによって、にぎわいを創出するとともに魅力と活気をもたらし、

中心市街地の活性化を図ることを目的とする。 

 

２．内容 

 開発事業者の所有する施設及び高次商業施設にテナント事業者が入居する部分を奨励

措置対象施設として指定し奨励金を交付する。 

 

 ○奨励金交付額 

   指定施設について営業を開始した日以後において、最初に当該施設に係る固定資産

税及び都市計画税が課された年度から５年度間とする。 

・開発事業者・・・・・高次商業施設及び駐車場に係る各年度の固定資産税額及び都市

計画税額の２分の１に相当する額 

・テナント事業者・・・償却資産に係る各年度の固定資産税額の２分の１に相当する 

 

３．予算額  １０６，０３７千円  （財源内訳） 一般財源 １０６，０３７千円 

（前年度        ０千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部 商工課 

     森  下 ･ 近  藤 

     ℡ ５４－８１７６ 

（新）近鉄四日市駅西開発整備事業 
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１．目的 

 市民参画を促進し、出演者団体や祭りに関心を寄せる市民

を中心に、「大四日市まつり」の企画や運営を実行していく

ことを通じて、この祭りが一層市民に親しまれ、集客効果

の高い行事となることを目指す。 

 

 

２．内容 

 平成１６年度に設置した「大四日市まつりなどのあり方を考える市民会議」の提言を

踏まえ、実行委員会で協議・決定した企画内容の実現に向け、準備・運営を進める。 

*提言の骨子：大四日市まつりを、市民参加・参画がより体感できる“場”

とする。企画が多岐にわたり総花的で、対外発信力が弱

いとの指摘もあり、思い切って企画を絞り込み、特徴を

明確にする。 

 

【主要企画】 

 ○「おどりフェスタ」 現行のコンテスト部門のほか、一般参加部門を創設する。 

 ○「諏訪太鼓競演」  広く参加を呼びかける(音による生活環境への影響に注意)。 

 ○「郷土文化財行列」 「(仮)郷土文化財芸能」と名称変更し、毎年テーマを設定。 

 例:①鯨船と神輿等 ②化身と獅子舞 ③鉦と太鼓 ④からくり山車 ⑤総出演 など 

 

【その他】 

 ○開催時期／７月末または８月第２週の土曜日・日曜日 

 ←実行委員会で、今年は８月６・７日に決定 

 ○名称／新しい祭りの内容にふさわしい名称に変更。 

市民に公募が望ましい。 

 ○港まつり／大四日市まつりとは別の日に開催し、独立したイベントにとする。 

 

３．予算額    １３，５００千円 （財源内訳） 国庫支出金   ０千円 

  （前年度   １４，４００千円）   県支出金   ０千円 

 【内訳】事業費 10,000 千円  市  債   ０千円 

   運営費  3,500 千円      その他特財   ０千円 

       一般財源   １３，５００千円 

 

 

大四日市まつり事業費補助金 

担当 商工農水部 商工課

    駒田・中本 

    ℡ 54－8175 



 - 29 - 

 

 

 

 

１．目的 

コンビナートの夜景に映える海上スターマイ

ンを特色とする夏の風物詩「四日市花火大会」は、

会場周辺の安全性や適切な代替開催地、運営面・

交通面の課題などの理由により平成１５年度か

ら休止されてきた。しかし、再開条件が整ったこ

と、また多くの市民の期待に応えるため、平成１

７年度から再開する。再開に際しては、（仮）メ

モリアル花火の導入など新企画を加え、さらに親

しまれる花火大会を目指す。 

 

 

 

２．内容 

  一層親しまれる花火大会とするため、市民会議の提言に基づき、市民が花火のスポ

ンサーとして参加できる仕組みを作る。 

<仕組み案> メモリアル花火…初盆供養や結婚祝い、同窓会などでの打ち上げ 

  有料観覧席……富双ふ頭観覧席の一部を整備し、事前に販売する。 

  また、パンフレットに協賛の目的や趣旨を明記するなど、企業や個人、有志団体にも

協賛を求めやすい仕組みとする。 

 

３．予算額   １３,０００千円 （財源内訳） 国庫支出金       ０千円 

 （前年度     ３００千円）   県支出金      ０千円 

※市民会議開催経費    市  債       ０千円 

       その他特財        ０千円 

       一般財源 １３,０００千円 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部 商工課 

    駒田・待井 

    ℡ ５４－８１７５ 

四日市花火大会事業費補助金 
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１．目的 

平成１６年４月に四日市市で開催されたアジア自転車競技選手権大会を記念して、

そのロード・レース・コースを活用し、環境にやさしい自転車をコンセプトに、環境

保全に取り組む本市を全国的にアピールし、地域振興を図るとともに、特に次代を担

う青少年の自転車競技への関心を高めるために、全国から参加者を募集し「（仮称）ア

ジア自転車競技選手権大会記念 四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル」を、広

く市民の協力と参加を得て開催する。 

 

２．内容 

アジア自転車競技選手権大会の際に使用したロード・レース・コースを活用し、秋

（予定）に次のとおり自転車競技を中心としたフェスティバル（１日間）を開催する。 

なお、（財）地域活性化センター助成金等を財源として活用しながら、当面、経年

的に開催していきたい。 

 

①(仮称)全日本ジュニア自転車競技選手権大会 

(財)日本自転車競技連盟等の協力を得て、小中高校生（１００～２００

人程度）を対象にロード・レースを行う。 

②自転車愛好家等による企画等 

 

３．予算額  ２０，０００千円  (財源内訳)  国庫支出金      ０千円 

（前年度       ０千円）        県補助金       ０千円 

            市  債       ０千円 

  その他特財 １０，０００千円 

  一般財源  １０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当  商工農水部  商工課 

      新 谷 ・ 駒 田 

        ℡ ５４－８175 

（新）四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル 
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１．目的  

四日市市の農業は、農産物価格の低迷や農業従事者の高齢化や減少が進むなど、

厳しい課題に直面している。このような状況の中、農業の多面的な機能を再認識し、

農業の担い手を育成確保して農地の保全・有効利用を図り、四日市の農を再生する。

また、地産地消を推進し、消費者の求める食の安全を確保する。 

 

２．内容 

 ①農業経営基盤支援事業      （４，１００千円・前年度３，７００千円） 

   農業経営を生産から直売、加工への多角化（６次産業化）をすすめ、法人化、農

地の利用集積等を支援し、担い手の経営基盤の安定や所得の向上を図る。 

 

自家農産物の PR、販売を行うホーム

ページ作成支援 

 

 ②新規就農支援事業       （４，７００千円・前年度２，３００千円） 

   就農希望者の実践技術研修、就農初期投資（機械・施設等）を支援する。 

  

農業センターでの技術研修 ハウス等初期投資の支援 

 ③地産地消推進事業        （２，３００千円・前年度１，８００千円） 

農業体験、無農薬等の特別栽培の推進を通じ、新鮮・安全・安心な地元農産物の

地産地消を推進する。 

 

  

 

 

 

 

四日市農業再生事業 

地元梨農家で

の農業体験 
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④遊休農地対策事業        （７，７００千円・前年度２，２００千円） 

 農地の遊休化防止と有効活用を図るため、意欲ある担い手への農地の集積、優良

農地の復元、農外企業、ＮＰＯ、一般市民による農地活用を検討、実践する。 

 

 

 

 新規⑤環境保全型農業推進事業     （ ２００千円・前年度 ０千円） 

 農業副産物（稲・麦わら、家畜ふん尿等）をバイオマス資源として見直し、飼料

化、堆肥化し、有機的に資源循環することにより、環境にやさしい農業を推進する。 

耕種農家と畜産農家の

連携により、環境保全

型農業を実現する。 

 

３．予算額 １９，０００千円（財源内訳）   その他特財     ２３０千円 

（前年度 １０，０００千円）        一般財源   １８，７７０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

耕作放棄地 遊休化が危惧される農地 

農業委員によるあっせん、土地基盤の整備

復元 

農地の有効活用（担い手、企業、NPO、市民等）・農地の集積 

担当 農水振興課 

      伊藤・石田 ℡ ５４－８１８０ 

    農水事業課 

      市川・北住 ℡ ５４－８１８２
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種苗放流事業 有用微生物群（EM）による漁場水質環境改善試験 

 

 

１．目的 

近年、生活排水等による漁場環境の悪化が進み漁獲量は減少しており、漁業就業

者の高齢化もあって非常に厳しい状況にある。一方、今回合併した楠町はハマグリ

の蓄養による出荷が日本一であり、沿岸部には砂浜が広がり、野鳥や海浜植物が繁

殖するなど豊かな自然が残されている。これら自然環境を守ると同時に、水産資源

を保護・育成するため、有用微生物群（ＥＭ）を活用した漁場環境の浄化の実証を

行う。 

 

２．内容 

z 県内外の漁協等の取り組み事例調査を行う。 

z 漁協および NPO 法人等に作業を委託して試験区を設置し、効果を検証する。 

z 水環境改善事業の啓発・普及をすすめ、漁業関係者、地域住民が連携して水環

境改善の取り組みが出来るシステムを整備する。 

z ヨシエビ、アサリ等の種苗放流事業とあわせて実施し、水産資源の回復を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額   ２，０００千円（財源内訳）      一般財源    ２，０００千円 

 （前年度      ０千円）         

 

                        

 

 

 

（新）豊かな海つくり推進事業

担当 農水振興課 
    伊藤・石田 ℡５４－８１８０
   農水事業課 
    北住・奥田 ℡５４－８１８２

地域住民 

NPO 漁業関係者
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１．目的 

競輪の売上は年々減少しており、普通競輪の赤字を記念競輪及び場外受託の収益で

埋めるという構図が一層顕著になってきている。本市のみの経営努力では、削減が難

しい上部団体への納付金及び選手賞金等のウエイトが大きいものの、開催経費におけ

る固定的にかかる費用を可能な限り少なくすることによって、損益分岐点を下げる経

営改善に努める。 

一方、競輪場施設を貸し出すことにより、競輪場施設の活用及び収入確保を図る。 

 

２．内容 

①競輪場施設貸出事業   （１，０００千円・前年度０千円） 

  競輪場内のジョイフルスペース、ドリームスペース、バンク内テニスコート・グラ

ウンドゴルフ場、特別来賓棟・東棟の部屋の使用について、使用料を徴収して貸し出

しをし、収入の確保を図る。 

 

②広告宣伝費       （１９２，４０６千円・前年度２５９，１３２千円） 

  四日市競輪開催の周知を図るため、テレビ・ラジオ・新聞等による広告宣伝及び開

催日程の看板掲出等について、経費を抑制した中で効果がさらに期待できる手法を実

施する。 

 

 ③ファン対策経費     （３９，２８２千円・前年度５３，７７５千円） 

  ファンバスの運行について、近年の調査結果から利用頻度の高い時間のみの運行と

して、便数を削減することにより経費の削減を図ると共に職員の創意工夫による手作

りイベントを実施し、「来て楽しい競輪場」づくりに努める。 

  

 ④経営改善計画策定業務委託 （５，０００千円・前年度０千円） 

  競輪事業の将来展望と四日市競輪の今後の経営及び運営のあり方について、経営改 

善計画を策定する。 

 

３．予算額 ２３５，６８８千円 

 

                         

 

 

四日市競輪場経営改善事業

担当 商工農水部 けいりん事業課 

    伊 藤 有 一 

    ℡３１－３４５７ 
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１．目的 

  地球温暖化問題は、将来の世代に大きな影響を及ぼすことが考えられる重要な問題

であり、近年の気候の温暖化傾向からしても、喫緊の課題であると考えられる。本市

においては、ＩＳＯ１４００１を認証取得している本庁舎等の環境マネジメントシス

テム（ＩＳＯ－ＥＭＳ）及びその他の全公共施設を対象とした四日市市独自の環境マ

ネジメントシステム（ＹＳＯ－ＥＭＳ）の運用を通じて、「地球温暖化対策の推進に関

する法律（地球温暖化対策推進法）」に基づく実行計画と位置付けて取り組んでいると

ころである。 

  また、増加し続けている民生部門における温室効果ガスの排出量を削減するため、

四日市生活創造圏ビジョン推進協働会議（通称３４５３０会）と協働し、家庭版環境

ＩＳＯである「イソップ計画」の普及啓発を行っている。 

  さらに、平成１７年２月には地球温暖化防止のための「京都議定書」が正式に発効

されることとなり、本市としても、今後は市民及び事業者とともに地域レベルで地球

温暖化対策を推進するため、以下の事業を行う。 

 

 

２．内容 

  市域における温室効果ガスの排出実態を調査するとともに、市民、事業者等で組織

された地球温暖化対策地域協議会の日常生活における温室効果ガスの排出抑制等の取

組に対して必要な支援をしていく。 

 

 

３．予算額   ３，４２６千円（財源内訳）   

 （前年度       ０千円）       一般財源    ３，４２６千円 

 

 

 

 

 

 

 

担当 環境部環境保全課 

   山 口 

    ℡ ５４－８１８８ 

（新）地 球 温 暖 化 対 策 事 業 
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１．目的 

平成１４、１５年度に実施した大気汚染常時監視測定局適正配置の検討結果に基づ

き、国道１号線での自動車排出ガス測定局の整備を行う。 

 

 

２．内容 

北消防署に測定局舎、窒素酸化物自動測定記録計（ＮＯｘ計）、浮遊粒子状物質自動

測定記録計（ＳＰＭ計）及び風向・風速自動測定記録計（ＷＤ・ＷＳ計）を整備し、

自動車排出ガスによる大気汚染状況の常時監視体制を充実させる。また、既存のテレ

メータとも接続し、リアルタイムでの大気汚染状況の把握を行うとともに、ホームペ

ージにもデータを掲載し、広く市民の方々へもリアルタイムでの大気汚染状況データ

の提供を行う。 

 

 

３．予算額  ３，３０１ 千円（財源内訳）  国庫支出金    １８５ 千円 

 （前年度      ０ 千円）       一般財源   ３，１１６ 千円 

 

 

 

大気汚染状況常時監視機器 

 

（新）北消防署自動車排出ガス測定局整備事業 

担当 環境部環境保全課 

   人 見  

    ℡ ５４－８１８９ 
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１．目的 

 本市の南部埋立処分場の残余容量は年々少なくなってきており、このままのごみ量で

推移していくとあと１２年程で埋立が不可能になる。新たに処分場を建設するには多大

な費用がかかること、また設置場所を確保することは困難な状況にあり、プラスチック

ごみが焼却可能となる新清掃工場が完成するまで、埋立量の削減施策を行い現処分場の

延命を図る。 

 

  

 

２．内容 

 市が収集する埋立ごみのうち年間約７，０００トンについて、三重県環境保全事業団

に処理委託を行う。 

 

 

 

３．予算額  ９５，４００千円  （財源内訳） その他特財  ９５，４００千円 

（前年度       ０千円） 

 

南部埋立処分場の現況 

 

 

担当 生活環境課 

   伊 藤  

   ℡ ５４－８１９２

（新） 埋立処分場延命対策事業 
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１．目的    

   北部清掃工場は、ダイオキシン対策に併せて１０年の延命工事を行ったが、新た

な総合ごみ処理施設の建設を平成２５年度の稼動を目標に進めていく。平成１６年

度は、整備内容についての基礎的調査、民間資金・活力活用についての予備的な調

査等を行ったが、平成１７年度については、平成１６年度調査を基に、引き続き、

より詳細な調査を行うとともに、環境影響評価及び地質調査に着手する。 

 

 

２．内容 

 （１）ＰＦＩ導入可能性調査他調査委託 

 （２）環境影響調査委託 

 （３）地質調査業務委託等 

     

 

３．予算額  ３８，０５０千円（財源内訳）  一般財源   ３８，０５０千円 

 （前年度  １８，０００千円）        

 

 

 

 

 

【新総合ごみ処理施設建設スケジュール（案）】

年度

項目

焼却溶融施設※

リサイクルプラザ

※焼却溶融施設には、破砕処理施設も含まれる

H17 H18 H19 H24 H25H20 H21 H22 H23 H26 H27 H28 H29

用地買収・造成 建設 稼動

　　　　　建設計画

環境アセス

造成・建設 稼動

担当 環境部生活環境課 

    川 北 

    ℡ ５４－８３３３ 

新総合ごみ処理施設建設調査事業 
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１．目的    

   廃棄物をできる限り資源として有効活用を図るため、現在、四日市市平尾町にお

いて、再生可能物の集荷・処理を行っているが、収集規模に比べ手狭になってきて

いること、及び騒音など周辺環境への配慮から、楠町北五味塚にある楠町リサイク

ルセンターを拡充する形で、平成１８年度末までの移転を計画している。 

 

 

２．内容 

   平成１７年度は移転のための基礎的調査及び排水処理施設等必要な工事等を実施

する。 

 

 

３．予算額  １０，０００千円（財源内訳）  一般財源   １０，０００千円 

 （前年度       ０千円）                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 環境部生活環境課 

    川 北 

    ℡ ５４－８３３３ 

（新） 資源リサイクルセンター移転事業 

予定地
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１．目的 

  「来街者を増やす」「居住者を増やす」ことを基本理念として、中心市街地活性化基

本計画により、商業の活性化とともに、都心居住の推進を図っているところである。 

 その方策の一つとして、諏訪新道通り沿いにおける敷地の共同化による共同建替えを

促進するために、再開発マンション建設に対する財政支援を行うものである。 

２．内容 

   事業名：諏訪新道第３地区優良建築物等整備事業 

   場所：諏訪町地内、敷地面積：６６０．１１㎡ 

   関係権利者等：土地所有者１０人、借地権者２人、借家人２人 

   予定建築物：１階・店舗、２～１５階・住戸４２戸、立体駐車場  

延べ床面積 ３，７２４．９１㎡ 

         総事業費  １，０１６，８００千円 

補助対象：調査設計費、土地整備費、共同施設整備費 

   補助割合：補助対象経費の２／３（国１／３：市１／３）    

   事業期間：平成 17 年～19 年度（17：調査設計・既設解体、18-19：建設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              〈基 本 構 想 図〉 

３．予算額  ４３，０００千円（財源内訳）  国庫支出金  ２１，４００千円 

 （前年度       ０千円）       一般財源   ２１，６００千円 

 

 

 

 

担当 都市整備部都市計画課 

まちづくり支援 GL 川北秀之

℡ ５４－８２１４ 

（新）諏訪新道第３地区優良建築物等整備事
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１．目的 

 緑の基本計画の中で、積極的に保全をしていく緑として位置づけている市街地外縁部

の丘陵地を今後どのように守っていくかが課題であり、高齢化などの理由により、所有

者だけでは良好な管理が困難になった民有地の里山と、緑の保全活動に参加したいとい

う意思を持つ市民を結びつけるシステムが必要とされている。市内の先進的な地域では、

住民団体等が自らの手で、散歩したり憩える緑地を整備する活動が始まっており、この

ような住民の活動を支援し、緑の保全活動を広げていくため、都市緑地法に基づく市民

緑地制度を導入し、土地所有者、市民団体、行政が協力しながら、良好な緑の保全を目

指す。 

 

２．内容 

 市民緑地制度は、身近な民有緑地を住民の手で整備し、子供たちが自然の中で遊んだ

り、いろいろな年代の人が散歩したり憩える場所として利用していきたいという地域住

民の願いに対して、土地所有者が趣旨に賛同して地域で利用することに同意していただ

ける場合、四日市市が土地所有者と無償の土地貸借契約を結び、整備と維持管理を地域

団体などに委託し、整備された「市民緑地」を市民に公開していく制度であり、市街地

外縁部の丘陵地を中心に、保全活動の推進を図っていく。 

 

３．予算額 ２，４００千円     （財源内訳） 一般財源  ２，４００千円 

 （前年度 １，０００千円）        

                                             

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 担当 都市整備部都市計画課 

まちづくり支援 GL 川北秀之

℡ ５４－８２１４ 

里 山 保 全 事 業 費 
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１．目的 

近鉄川原町駅周辺は近鉄名古屋線を境に、戦災復興土地区画整理事業で都市基盤の整備された

東部と未整備の西部とに分断されている。このため、中心市街地を取り巻く住環境を改善し、加えて本

市道路ネットワークを構成する赤堀山城線や午起末永線等の整備を行うため、平成 19 年度完了を目標

に末永・本郷土地区画整理事業を進め、昨年度末に赤堀山城線の供用を行い大きな整備効果を得る

ことができた。 

今後も海蔵地区と橋北地区の一体化、交通のネック箇所となる踏切道を排除して円滑な交通を実現

することなどを目標に、県事業で近鉄名古屋線の連続立体化を行う。 

なお、昨年末に出された財務省原案で着工準備採択が認められ、予算が成立すれば平成 17・18 年

度に県事業で詳細設計を行なう。 

 

２．内容 

三重県が実施する連続立体交差事業の検討に併せて、連続立体交差の整備効果をより高められる

よう、川原町駅を中心とした都市基盤施設 

整備の検討を行なう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額  １６，０００千円 （財源内訳）          市 債    １５，２００千円 

（前年度 １０，０００千円）                     一 般 財 源       ８００千円 

 

連続立体化関連施設整備事業費 
（近鉄名古屋線川原町駅付近連続立体交差事業） 

近鉄名古屋線 1 期事業の状況 

(四日市駅構内整備状況) 

担当 都市整備部都市計画課 

政策 GL 伊藤真人 

℡ ５４－８１９４ 

2 期区間完成イメージ 
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１．目的 

 既存の都市機能を活用しつつ、商工業などの経済活動の活性化や円滑な都市機能の強

化を推進していくには、国、県道の広域道路ネットワークと連携した市内のネットワー

ク整備を行う必要がある。このため本市では南北交通の渋滞緩和が重要な課題であると

位置付け、重点整備路線の整備促進を実施する。 

 

２．内容 

 快適な市民生活及び円滑な経済活動が行えるよう、市内幹線道路ネットワークを構築

するため、現在事業中の山村平津線・阿倉川西富田線・大鐘１９号線の３路線の早期完

成に努めると共に、これらの道路の事業効果を発現する。また、平成１７年度より新た

に東坂部２０号線の整備に着手し、道路事業・街路事業双方の事業を活用しながら同一

路線（環状１号線）の早期完成を図る。 

 

３．予算額 ５９０，０００千円（財源内訳）  国庫支出金 ２８６，０００千円 

 （前年度 ９００，０００千円）       市  債  ３０４，０００千円 

                        

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

事業完了年度 

 山村平津線   平成２０年度予定 

 阿倉川西富田線 平成１７年度予定 

大鐘１９号線  平成１９年度予定 

 

担当 道路整備課 

     出口 範行 

    ℡ ５４－８２１２ 

道 路 整 備 事 業 費 

山村平津線 大鐘１９号線
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１．目的 

 四日市市・楠町新市建設計画プランの中で、四日市市と楠町の連絡強化に最も重要な

路線である。本橋梁は、昭和３７年に供用を開始して約４０余年が経過していることか

ら、補修・補強工法を立案し、橋梁の安全性を確保する。 

 

２．内容 

 本橋梁は、橋梁下部の鋼管杭及び上部工の床版並びに高欄等にかなりの老朽化が見受

けられる。このため本橋梁に最も適切な補修・補強対策工法を決定することが急務であ

る。平成１７年度は、現況橋梁の調査設計を委託し、国土交通省 中部地方整備局三重

河川国道事務所との協議を行い、平成１８年度から本格的な工事に着手する。 

 

３．予算額  １０，０００千円（財源内訳）  市  債    ９，５００千円 

 （前年度       ０千円）       一般財源      ５００千円 

                       

                        

左岸より望む               左岸より望む 

    

 

事業完了年度 平成２１年度予定 

 

 

 

 

担当 道路整備課 

      出口 範行 

    ℡ ５４－８２１２ 

（新）石原南五味塚線（磯津橋）橋梁整備事業費 
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１．目的 

 本路線周辺は、車・人・自転車の錯綜による交通事故が後を絶たない、「市民誰もが安

心して社会参加でき、快適に暮らせる生活環境を確保した歩行空間づくり」をコンセプ

トとし、市立四日市病院・四日市市文化会館を始めとする各公共施設と近鉄四日市駅を

結ぶ道路の段差解消等を行い、高齢者や障害者にも配慮した歩行空間ネットワークの形

成を図る。 

 

２．内容 

 本事業は、平成１６年度を事業初年度として堀木日永線･赤堀末永線・四日市中央線の

３路線を５カ年間で整備するもので、地域住民が抱える交通安全に関する課題の解消を

図るものである。平成１７年度事業の計画は、堀木日永線の事業未着手区間と赤堀末永

線の一部区間を整備する。 

 

３．予算額  ５０，０００千円（財源内訳）  国庫支出金  ２７，５００千円 

 （前年度  ５０，０００千円）       市  債    ９，０００千円 

                       一般財源   １３，５００千円 

 

北から望む（施工途中）            南から望む（施工途中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業完了年度 平成２０年度予定 

  

  

 

堀木日永線（通常事業）交通安全施設整備事業費 

担当 道路整備課 

     出口 範行 

    ℡ ５４－８２１２ 



 - 46 - 

 

 

 

 

１．目的 

 既存の都市機能を活用しつつ、商工業などの経済活動の活性化や円滑な都市機能の強

化を推進していくには、国、県道の広域道路ネットワークと連携した市内のネットワー

ク整備を行う必要がある。このため本市では南北交通の渋滞緩和が重要な課題であると 

位置付け、重点整備路線の整備促進を実施する。 

 

２．内容 

 市民の移動を安全で円滑にする道路整備を行い、また市内幹線道路ネットワークを構

築するため、東西道路の強化としての千歳町小生線、南北道路の強化としての環状１号

線、阿倉川西富田線の３路線において早期完成に努める。 

 

３．予算額 １，２７８，０００千円（財源内訳）国庫支出金 ５９２，９００千円 

 （前年度 １，２００，０００千円）     市  債  ６８５，０００千円 

                       一般財源      １００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業完了年度 

 千歳町小生線  平成２０年度 

 環状１号線   平成２０年度 

 阿倉川西富田線 平成１７年度 

街 路 整 備 事 業 費 

担当 道路整備課 

      萩  隆吉 

    ℡ ５４－８２１３ 

千歳町小生線 環状１号線
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１．目的 

 自動車（バス）や自転車からの乗り換え地点となる鉄道駅前に広場を整備することに

より公共交通機関の利用を促進し、市民生活の利便性の向上および交通手段を分散する

ことによって渋滞緩和を図る。 

 

２．内容 

 自動車（バス）や自転車からの乗り換え拠点となる主要な鉄道駅に駐輪場整備、バス

回転場、キス＆ライド駐車場の整備および確保することにより渋滞緩和を図る。 

四日市北部の交通結節点である近鉄・三岐富田駅にまちづくり交付金事業として駅前

広場整備の早期完成に努める。 

 

３．予算額 １１８，０００千円（財源内訳）  国庫支出金 ４７，２００ 千円 

 （前年度 １８７，０００千円）       市  債  ６７，２００ 千円       

                       一般財源   ３，６００ 千円 

         

 近鉄三岐富田駅西口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業完了年度 平成２０年度予定 

 

 

担当 道路整備課 

      萩  隆吉 

    ℡ ５４－８２１３ 

近鉄・三岐富田駅前広場整備事業費 
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１．目的 

  東海地震及び東南海・南海地震の発生が危惧される中、本市の耐震対策の一環とし

て、長期使用する住宅について耐震補強工事を行う。 

 

 

２．内容 

  茂福市営住宅団地全４棟１１２戸に対し、平成１６年度から３年間で耐震補強工事

を完了する。 

 

  １７年度予定事業 

  ①１棟３２戸に対し実施する。 

 

 

３．予算額  ３５，０００千円（財源内訳）  国庫支出金  １６，５００千円 

 （前年度  ４２，０００千円）       県補助金        ０千円 

                       市  債   １６，５００千円 

                       その他特財   ２，０００千円 

                       一般財源        ０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 都市整備部 市営住宅課

    樋口 

    ℡ ５４－８２１８ 

市営住宅耐震補強事業 
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１．目的 

民間の経営能力及び技術能力と公営住宅制度を活用して、市の財政負担軽減を図り

つつ、老朽化した市営住宅を、以下の基本方針に基づき整備する事業である。 

（１）高齢者をはじめとしてすべての人が安全に生活できる市営住宅 

（２）地域コミュニティーや市民活動の拠点となるような市営住宅 

（３）環境負荷の軽減や循環社会の実践など地球環境に配慮した市営住宅 

  また、民間分譲住宅事業を協働事業として実践し、地域の核となる空間創出を期待

するものである。 

 

 

２．内容 

四日市市大瀬古新町市営住宅団地に､以下の施設を整備する。 

（１）市営住宅    鉄筋コンクリート造 5階建 ３棟 １２０戸 

           高齢者対応に配慮した設備･システムを導入する。 

（２）共同施設    駐車場、集会所、談話室、公園及び緑地等 

（３）民間分譲住宅  ２０戸 

 

１７年度予定事業 

① 市営住宅２期工区の買取（１棟４０戸、公園等） 

② 入居者の移転（現永宮町市営住宅入居者） 

③ 民間分譲住宅建設用地の売却 

 

 

３．予算額  ５１８，３００千円（財源内訳）  国庫支出金 ２４６，１６２千円 

 （前年度  ９７６，６３０千円）       市  債  ２５２，０００千円 

                        その他特財  １２，４７８千円 

                        一般財源    ７，６６０千円 

 

 

 

 

 

担当 都市整備部 市営住宅課

    益川 

    ℡ ５４－８２１９ 

民活による四日市市大瀬古新町整備事業 
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１．目的 

      汚水衛生処理を計画的に推進し、生活環境の向上及び川や海などの公共用水域の水

質保全を図る。 

 

２．内容 

  ①管渠整備  富田、大矢知、八郷、下野、羽津、海蔵、橋北、三重、常磐、川島、桜、日

永、四郷、内部、塩浜、河原田、楠の各地区において整備を進める。 

   ②ポンプ場  采女中継ポンプ場建築工事及び設備工事を行う。 

   ③処 理 場  日永浄化センター焼却炉設備更新工事を引き続き実施する。 

 

３．整備概要 

 平成１６年度末 平成１７年度末 増加数 

処理可能区域内戸数 ７５，７２０戸 ７７，４７０戸 １，７５０戸

処理可能区域内人口 １９１，６８０人 １９６，５３０人 ４，８５０人

人口普及率 ６１．９％ ６３．５％ １．６％

 

４．予算額 ３，８１６，９８９千円 

 （前年度 ３，５３６，４２３千円） 

               

汚水管布設状況                            

担当 下水道部下水管理課 

    ℡ ５４－８２２０ 

    稲垣 

公 共 下 水 道 汚 水 整 備 事 業 
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１．目的 

      市街化区域の浸水被害の防除を図る。 

 

２．内容 

 (1)都市下水路事業（朝明都市下水路） 

大矢知地区の幹線水路整備及び朝明ポンプ場のポンプ設備工事を行う。なお、朝

明都市下水路事業は平成１７年度末にて完了する。 

  (2)公共下水道事業 

①富田、大矢知、八郷、橋北、常磐、日永、河原田の各地区において水路整備を進

める。 

        ②河原田ポンプ場ポンプ設備工事を行う（平成１７年度末供用開始）とともに雨池ポ

ンプ場設備更新工事を行う。 

   ③中心市街地の浸水対策として、阿瀬知雨水１号幹線工事を引き続き行うと 

ともに、新たに中央通り貯留管建設工事に着手する。 

 

３．整備概要 

 平成１６年度末 平成１７年度末 増加数 

雨水整備面積 ２，８６８ｈａ ２，８７３ｈａ ５ｈａ 

雨水整備率 ４９．５％ ４９．６％ ０．１％ 

 

４．予算額 ２，８７９，２８０千円 

 （前年度 ３，４７８，４２２千円） 

 

河原田ポンプ場 

都市下水路及び公共下水道による雨水整備事業

担当 下水道部下水管理課 

    ℡ ５４－８２２０ 

    稲垣 
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１．目的 

   ５～６人床部屋を４人床化し、個室を増設するほか、増加する手術件数に対応す

るため、手術室を増設するとともに、外来棟を改修するなど、療養環境の改善を図

るために、新病棟を増築し、既設病棟等の全面改修を行う。 

   本年度は、新病棟増築等の実施設計及び託児所整備事業を実施する。 

 

２．内容 

   （１） 新病棟増築等工事実施設計業務委託  ５０，１９０千円 

              （別途、１８年度債務負担行為額 １１７，１１０千円） 

   （２） 託児所整備事業  ４３，４４２千円 

               （別途、１８年度債務負担行為額 ４４，０９８千円） 

 

３．予算額  ９３，６３２千円（財源内訳）  企 業 債   ３１，０００千円 

 （前年度 １７３，６０２千円）       一般財源    ９，５９５千円 

           自己財源   ５３，０３７千円 

 

 ※ 工事概要・スケジュール 

  ◎ 新病棟増築‥‥６階建・9,500 ㎡、病棟、医局、厨房、霊安室等 

  ◎ 既設病棟改修‥５～６人床室の４人床化、内装全面改装、トイレ・洗面所 

           の増設等 

  ◎ 手術室の増設‥９室を１２室に増設 

  ◎ 循環器センター、脳卒中センター、消化器センターの新設 

  ◎ 外来棟改修‥‥プライバシー確保のための診察室整備、来院者休憩室設置等 

  ◎ その他‥‥‥‥中央診療部改修、サービス棟改修、電気・機械設備の更新等 

     

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
託児所整備
基本・実施設計
新病棟増築
既設病棟等改修

 

 

 

 

病 院 施 設 整 備 事 業 

担当 市立四日市病院総務課 

      伊 藤 

       ℡ ５４－１１１１ 
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１．目的 

   医療の高度化に的確に対応するため、最新医療機器を導入する。 

 

 

２．内容 

   （１） 放射線治療装置 

   （２） 多目的デジタルＸ線テレビ装置 

   （３） 超音波診断装置、他 

 

 

３．予算額 ４９９，０００千円（財源内訳） 企 業 債  ４５０，０００千円 

（前年度 ４９９，０００千円）      自己財源   ４９，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 機 器 整 備 事 業 

担当 市立四日市病院総務課 

      伊 藤 

       ℡ ５４－１１１１ 
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１．目的 

   電子カルテシステムについては、平成１６年度に基本計画を作成したが、本年度

は導入業者選定準備を行うとともに、電子カルテシステムを利用した当院の運営に

ついて部門別に検討を行う。 

 

 

２．内容 

   （１） 電子カルテシステム導入支援業務委託 

      ・ 電子カルテシステム導入業者選定準備支援業務 

      ・ 部門別運営方針検討支援業務 

 

 

３．予算額  ５，８００千円（財源内訳）   一般財源    ２，９００千円 

 （前年度  ８，０００千円）        自己財源    ２，９００千円 

 

 

 ※ 電子カルテシステム導入スケジュール 

  ◎ 平成１７年度 

     業者選定、部門別運営方針検討 

  ◎ 平成１８年度 

     基本設計、詳細設計、帳票類等の調整等 

  ◎ 平成１９年度 

     システム開発、ネットワーク開発、機器設置 

     マスタ登録、データ移行、検証、運用の調整等 

 

 

 

 

 

 

 

担当 市立四日市病院総務課 

      伊 藤 

       ℡ ５４－１１１１ 

電子カルテシステム整備事業
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１．目的 

 

児童・生徒の通学時の交通安全確保のため、各中学校を単位として学校、ＰＴＡ、地

元自治会等の要望に沿った通学路の交通安全施設等を整備する。 

 

 

２．内容 

 

市道における通学路の危険箇所へ、ガードレール、カーブミラー等の交通安全施設を

整備し、また、車両運転者への注意喚起看板の設置や道路側溝への蓋設置による歩道確

保によって、児童・生徒の通学時の安全を確保する。 

 

 

３．予算額  ３０，０００千円（財源内訳）  市  債   ２９，０００千円 

 （前年度       ０千円）       一般財源    １，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 教育委員会 教育総務課

   酒 井 

   ℡ 54－8237 

（新）通学路交通安全施設整備事業 
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１．目的 

ＰＦＩ方式により、校舎等の改築・改修等整備及びその後の長期にわたる良好な状

態での維持管理を行う。 

 

 

２．内容 

ＰＦＩ事業契約に基づき、施設整備費及び維持管理費にかかる対価を支出する。 

（平成１６年度～平成３８年度継続事業） 

 

・サービス購入料一時支払金（施設整備費のうち補助対象事業相当分） 

南中学校、橋北中学校、港中学校、富田小学校   １，９７６，８１８千円 

 

・サービス購入料２（平成１７年度改修完了予定の施設維持管理費相当分） 

橋北中学校、港中学校、富田小学校           １６，５７０千円 

 

  ・ＰＦＩ維持管理モニタリング業務              ４，２００千円 

 

３．予算額 

１，９９７，５８８千円   （財源内訳） 国庫支出金  ６９２，０８７千円 

（前年度１７，７１７千円）        地方債  １，２６７，８００千円 

一般財源    ３７，７０１千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南中学校完成イメージ図 

（新）ＰＦＩ学校施設整備・管理事業 

担当 教育委員会教育施設課 

    村 崎 

    ℡ ５４－８２４３ 
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〇楠小学校改築事業 

 

１．目的 

  老朽化した校舎を改築し教育環境の向上を図る。 

 

２．内容 

 ・設計業務 既設校舎の解体に伴う設計及び改築校舎の設計業務 

 

３．予算額  １８，１００千円  （財源内訳）市  債  １７，１００千円 

一般財源   １，０００千円 

 

 

〇校舎増築事業費 

 

１．目的 

  児童数の増加による教室不足の解消を図る。 

 

２．内容 

 ・設計業務    海蔵小学校校舎増築事業 普通教室 6室の増築他設計業務 

          常磐小学校校舎増築事業 特別教室 3室の増築他設計業務 

 ・地質調査業務  海蔵小学校校舎増築事業 地質調査業務委託 

          常磐小学校校舎増築事業 地質調査業務委託 

 

３．予算額  １５，０００千円  （財源内訳）市  債  １４，２００千円 

一般財源     ８００千円 

 

 

 

 

 

 

小 学 校 増 改 築 事 業 

担当 教育委員会教育施設課 

    村 崎 

    ℡ ５４－８２４３ 
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１．目的 

地震時における施設利用者の安全確保と地域の防災拠点としての機能向上を図る。 

 

 

２．内容 

平成１３年度に耐震診断調査を実施し、補強工事が必要な３施設（中央緑地第一体育

館及び管理棟、中央緑地陸上競技場、霞ケ浦体育館）について平成１５年度に補強工事

の基本設計及び実施設計を行った。当該施設は指定避難所であり、災害時の避難先とし

て中心的な役割を担う建物で、長期収容をも前提としている。予想される「東海地震」

等の大規模災害に備え、早期に工事を施工する必要がある。 

 

 

３．予算額 ２８８，０００千円（財源内訳）  市  債  ２７３，６００千円 

 （前年度       ０千円）       一般財源   １４，４００千円 

 

（新）中央緑地体育館耐震補強工事 

                           

中央緑地第一体育館 

担当 教育委員会 スポーツ課 

   来 田 

   ℡ 30-3131 
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相談支援専門家チーム

１．目的 

 

障害のある児童生徒に対して、一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別な教育的支援を推

進するため、校内体制を確立するとともに、各小中学校の特別支援教育について助言及び連

絡調整を行なう「地域特別支援コーディネーター」を配置する。 

 

 

２．内容 

 

市内の各中学校区を３ブロック構成とし、各ブロックに１名の「地域特別支援コーディネータ

ー」を配置、ブロック内の各小中学校を巡回し特別支援教育について助言及び連絡調整を行

なう。またこの「地域特別支援コーディネーター」が業務に携わる時間を確保するため非常勤講

師を配置する。 

 

 

３．予算額  ５，４３０千円 （財源内訳）  一般財源  ５，４３０千円 

 （前年度      ０千円） 

 

 

地域特別支援コーディネーターの位置付け（案） 

 

 

 

 

 

 

 

市内Ａ地域      市内Ｂ地域                 市内Ｃ地域 

 

 

 

 

 

 

 

四日市市就学指導委員会 

教育委員会指導課 

相談支援センター 

地域特別支援教育 

コーディネーター 

地域特別支援教育 

コーディネーター 

地域特別支援教育 

コーディネーター 

 幼稚園 

小学校 中学校  

 幼稚園 

小学校 中学校

 幼稚園 

小学校 中学校

障害のある子どもの教育相談

推進委員会 

関係機関 

福祉･医療･保健 

養護学校

担当 教育委員会 学校教育課 

   馬 渕 

   ℡ 54－8250 

（新）特別支援教育推進事業 
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１．目的 

学校図書館を活性化させ､子どもたちの読書活動や学習活動を支援するため､専門的

な知識と技能をもった司書を小中学校に配置する。司書は､司書教諭及び図書館教育担

当をサポートするとともに､ボランティア未導入校には導入に向けて運営の方法や導

入の方向性を支援、既導入校にはボランティアへのアドバイス等を行う。 

 

 

２．内容 

  ・ 13 名の司書が市内全小学校（40 校）、全中学校（22 校）を巡回  

司書の派遣については民間業者に委託 

・ 図書館整備の支援 

・ 図書館運営、環境作りのアドバイスや支援 

・ ボランティア導入に向けて運営方法や導入の方向性についてアドバイスや支援 

・ ボランティアの活動へのアドバイス 

  

 

３．予算額   ５０，０００千円  （財源内訳）一般財源 ５０，０００千円  

 （前年度        ０千円）  

 

        

 

 

  

 

 

 

 

担当 教育委員会 指導課 

    伊 藤 

     ℡ ５４－８２５５ 

 

 

 

（新）学校図書館いきいき推進事業 

平成１５年度「緊急地域雇用創出特別基金」による
司書導入(H15.7～H16.1)前後の貸出し冊数の変化
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担当 教育委員会 指導課

    伊 藤 

    ℡ ５４－８２５５ 
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２．目的 

幼児児童生徒の問題解決および未然防止のため、臨床心理士等教育相談専門家を相 

談員・スクールカウンセラーとして委嘱し、担任・生徒指導担当教員・保護者及び該

当幼児児童生徒を対象として教育相談を実施し、学校カウンセリング機能を充実する。 

 

 

２．内容 

 ・ ハートサポート（教育相談活動）推進事業 

   不登校、情緒不安、問題行動、その他相談を必要とする幼児児童生徒について、

本人及び保護者に対し、面接によるカウンセリングを行う。 

 

 ・ スクールカウンセラー派遣事業 

   スクールカウンセラーを小学校３校・中学校６校に配置し、相談業務の拡充とと

もに学校カウンセリング機能を充実させる。 

 

・ 心の教室相談員の派遣事業 

心の教室相談員をスクールカウンセラー派遣事業の３小学校を除く小学校１２校

へ配置してカウンセリング機能を充実させる。 

 

 

３．予算額    １５，６００千円  （財源内訳）一般財源 １５，６００千円 

 （前年度     ６，６９８千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 相 談 事 業 

担当 教育委員会 指導課 

    伊 藤 

    ℡ ５４－８２５５ 
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１．目的 

  消防・救急・救助などの各種災害活動が迅速かつ的確に実施できるよう、消防施設

装備の充実に努めるほか、急増する救急業務に対しさらに高度な応急処置が行なえる

よう救急救命士などの資格者を計画的に養成するとともに、医師の指示・助言、搬送

後の検証及び研修体制の整備等救急業務の質を保障する、いわゆるメディカルコント

ロール体制をさらに推進する。 

                       （高規格救急自動車） 

                   

２．内容 

 （１）消防・救急車両の整備事業   

    高規格救急自動車（中消防署・西分署） 

    消防ポンプ自動車（神前分団）    

 （２）消防活動機器整備事業 

    大容量泡放射砲（中消防署・北消防署） 

（３）救急高度化事業            （大容量泡放射砲）   

    救急救命士の養成 （２名）                 

    救急Ⅱ課程隊員の養成（１０名）                

    救急救命士薬剤投与講習（１名）                 

                     

 

 

 

３．予算額  ７７，０９５千円（財源内訳）  国庫支出金   ７，７９２千円 

  （前年度２７２，０３７千円）       県支出金   ４１，２４５千円 

                       市  債   １８，２００千円 

                       その他特財     ２９２千円 

                       一般財源    ９，５６６千円 

 

 

 

 

担当 消防本部総務課 

      坪  田 

    ℡ ５６－２００２ 

消防救急活動高度化事業 



 - 63 - 

 

 

 

 

１．目的 

  近い将来、発生が予想される東海地震及び東南海・南海地震への対応として、本市

の広域応援・受援体制を整備するとともに、水利確保対策として耐震性貯水槽を設置

し発生が予想される火災の延焼阻止を図り地震災害による被害を軽減する。 

 

                     （耐震性貯水槽） 

 

２．内容 

  耐震性貯水槽の整備事業  ７基     

   １００トン型（楠町北五味塚） 

    ６０トン型（楠町本郷） 

      〃  （楠町南五味塚）  

      〃  （大字塩浜）  

  〃  （野田二丁目） 

    ４０トン型（市場町） 

      〃  （水沢町）  

 

  （H17.3.31 見込み 耐震性貯水槽現有数１６６基：整備必要数３５基） 

 

３．予算額 ７１，７００ 千円（財源内訳）  国庫支出金  ８，９６７ 千円 

 （前年度 ２６，９００ 千円）       県支出金  ４９，７８９ 千円 

                       市  債   ９，９００ 千円 

                       その他特財        千円 

                       一般財源   ３，０４４ 千円 

 

 

 

 

 

 

 

担当 消防本部 総務課 

      坪   田 

    ℡ ５６－２００２ 

大規模災害対策事業 
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１．目的 

  本市においても高齢化等の進展により、今後ますます病院外で発生する心肺停止患

者の増加が予想されることから、救急現場において、できるだけ早期に適切な救命処

置を実施し、救命率の向上を図る。 

     
２．内容 

  非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用が、平成１６年７月１日

付で認められたことから、消防本部においては救急救命士以外の救急隊員がＡＥＤを

活用した救命活動を行うことができるよう職員に対し研修会を実施する。 

また、市民の集まる市の施設に除細動器を設置するとともに、これまで一般市民に

対して実施してきた応急手当講習に加えてＡＥＤの取扱い講習を推進していくため、

講習用資機材（ＡＥＤトレーナー）の導入を行なう。 

 

３．予算額   ４，８７４千円（財源内訳）  国庫支出金        千円 

 （前年度       ０千円）       県支出金         千円 

                       市  債         千円 

                       その他特財        千円 

                       一般財源   ４，８７４ 千円 

 

 

 

担当 消防本部総務課 

      坪 田 

    ℡ ５６－２００２ 

（新）応急手当普及啓発推進事業（AED 等の導入） 

         （A  E  D） 
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１．目的 

  水道事業は、多くの電力を消費する環境負荷の大きな事業であり、環境への影響を 

 低減する取り組みは、今後さらに重要になる。そのため、未利用エネルギーとなって

いる水道管内の水圧を利用した小水力発電を導入し、環境負荷を低減した「環境にや

さしい水づくり」に努めるとともに、施設の電力料金の抑制や売電収入の確保を図る。 

 

２．内容 

平成１６年度において、発電候補施設として高岡配水池と小牧水源地の２施設につ

いて調査・検討し、高岡配水池については発電所建設の諸条件を備えていると判断し

たので、平成１９年度の稼働を目標に、本年度から高岡配水池小水力発電所の建設に

着手する。 

 

（１）高岡配水池小水力発電所の概要 

 ・発電機室：鉄筋コンクリート造平屋建て 64.3 ㎡ 

・発電機容量：210ＫＷ  

   ・年間発電電力量：1,242 千ＫＷＨ（一般家庭消費量換算 350 世帯） 

  ・年間二酸化炭素排出削減量：460 トン（原油削減量換算 300 キロリットル） 

・概算事業費：220,000 千円（補助率 3／10） 

 

（２）本年度事業予算の内容 

   ・発電設備設計委託、試掘調査等 3,810 千円 

   ・発電設備製作及び据付工事（債務負担行為） 

      期 間 平成１７年度～平成１８年度 

限度額 158,000 千円（本年度支出予算額ゼロ） 

 

３．予算額   ３，８１０千円  （財源内訳）国庫支出金    １，１４３千円 

 （前年度   ７，０００千円）       自己財源     ２，６６７千円       

 

                        

 

 

 

担当 水道局 建設課 

      伊  藤 

    ℡ ５４－８３６９ 

小 水 力 発 電 事 業 


